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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第44期 

第３四半期 
連結累計期間 

第45期 
第３四半期 
連結累計期間 

第44期 

会計期間 
自平成27年４月１日 
至平成27年12月31日 

自平成28年４月１日 
至平成28年12月31日 

自平成27年４月１日 
至平成28年３月31日 

売上高 （千円） 205,290,504 207,294,225 273,583,422 

経常利益又は経常損失（△） （千円） △1,960,565 108,313 △3,629,594 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損失（△） 
（千円） △2,844,012 △122,998 △15,995,932 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △2,714,595 △1,240,496 △16,371,608 

純資産額 （千円） 51,931,365 35,954,147 38,101,877 

総資産額 （千円） 191,640,467 186,702,209 184,170,136 

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△） 
（円） △44.22 △1.92 △248.83 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 26.5 18.6 20.0 

 

回次
第44期

第３四半期連結
会計期間

第45期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額又は１

株当たり四半期純損失金額（△）
（円） △8.52 17.41 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失金額であるため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社の異動については、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 

注記事項（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）」をご参照下さい。

 なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は「第４ 経理の状況 １ 

四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

 

(1）業績の状況 

ニチイグループでは、2020年までの中期事業計画達成を目指し、グループ全体の収益力改善・利益体質の強化

に向けた構造改革を進めてまいりました。全社を挙げた利益重視戦略の実行において、企業組織を構成する全て

のステークホルダーの未来・自己実現性を念頭に置き、成長投資とコア・コンピタンスの発揮による企業の社会

的・経済的価値向上、そして、長期利益の安定成長を実現しうる組織基盤整備に尽力してまいりました。 

経営成績につきましては、有料老人ホームを中心に居住系介護サービスの利用者が堅調に推移した介護事業、

新規出店数の拡大により前年同期実績を大幅に上回った保育事業の牽引により、増収となりました。利益につき

ましては、サービス間連携による事業拠点運営の効率化が進む介護事業が牽引し、営業黒字・経常黒字に転換い

たしました。 

当第３四半期連結累計期間の売上高は207,294百万円(前年同期は205,290百万円)、営業利益は2,097百万円(前

年同期は営業損失112百万円)、経常利益は108百万円(前年同期は経常損失1,960百万円)、親会社株主に帰属する

四半期純損失は122百万円(前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失2,844百万円)となりました。 

 

セグメント別の状況は以下のとおりです。 

第１四半期連結会計期間より、従来、医療関連部門・介護部門・ヘルスケア部門・保育部門・その他にそれぞ

れ組み入れていた中国事業を中国事業部門としてセグメント表示しております。また、教育部門に組み入れてい

た保育系講座(ベビーシッター講座等)を保育部門に組み入れております。 

なお、以下の前年同四半期比較については、前年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値

で比較しております。 

 

＜医療関連部門＞ 

経営効率化や患者満足度向上等、医療機関経営における課題を共に解決するパートナーとして、優秀な人材と

経営ノウハウ、幅広いサービスラインナップによるトータルサポートを推進し、医療機関からの適正な評価を得

ることで、スタッフへの処遇改善の原資となる適正利益の創出に注力してまいりました。また、データ分析や医

療交流等の経営支援サービスの包括的な提案営業強化や医療事務講座における副教材販売強化により売上拡大を

図ってまいりました。 

処遇改善等により人件費が増加する中、適正な利益水準への改善に向けた対医療機関アプローチに集中いたし

ましたが、現在も推進過程であることから、減収・減益となりました。 

当第３四半期連結累計期間における売上高は81,128百万円(前年同期は81,578百万円)、営業利益は5,579百万円

(前年同期は5,804百万円)となりました。 

 

＜介護部門＞ 

在宅系介護サービスにつきましては、介護予防サービスにおける総合事業への移行に伴い、利用者数の減少が

続いてきたものの、中重度者対応の強化・サービス間連携の強化・シフトの適正化による生産性向上等により、

事業運営効率の改善が図られました。居住系介護サービスにつきましては、新規開設施設を含めて高稼働率を維

持することができ、有料老人ホームを中心に成長力・収益力の改善が進みました。 

居住系介護サービスの成長軌道への回帰、在宅系介護サービスの基礎体力の強化が図られた結果、増収・増益

となりました。 

また、介護サービス提供人材の確保・定着に向けて、介護職員初任者研修における特別キャンペーン実施によ

るプロモーション強化(受講生獲得・就業促進)及びスキルアップ制度・処遇改善施策の拡充を行ってまいりまし

た。 

当第３四半期連結累計期間における売上高は108,337百万円(前年同期は107,692百万円)、営業利益は7,763百万

円(前年同期は4,902百万円)となりました。 
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＜ヘルスケア部門＞ 

家事支援サービス「ニチイライフ」では、女性の社会進出や高齢者世帯の増加等による需要の高まりを受け、

サービスラインナップの拡充・キャンペーンの積極実施・スポット契約から長期利用契約への移行促進を図り、

顧客満足度向上及び利用者獲得に努めてまいりました。大人用紙おむつや吸水ケア用品といったＰＢ商品につき

まして、ライフスタイルの変化に合わせて選択できるラインナップ拡充を図り、全国の支店・事業拠点網を活か

した営業強化に注力してまいりました。 

フードサービスの廃止やヘルパー派遣業務の縮小により減収となりましたが、ニチイライフ利用者数及びＰＢ

商品販売数が堅調に推移したため増益となりました。 

また、国家戦略特区において受入が解禁された家事支援外国人受入事業につきまして、各種申請手続きを進め

ており、神奈川県・大阪市での認可を受けることができました(現在東京都においても申請中)。女性の活躍促進

や家事支援ニーズの拡大に対応するべく、早期の事業開始に向けて、外国人の受入準備を進めてまいります。 

当第３四半期連結累計期間における売上高は2,824百万円(前年同期は2,912百万円)、営業利益は523百万円(前

年同期は457百万円)となりました。 

 

＜教育部門＞ 

「対話力」の習得を強みとするＣＯＣＯ塾(大人向け)・ＣＯＣＯ塾ジュニア(子ども向け)では、オンラインレ

ッスンと通学レッスンの組み合わせ受講やホスピタリティあふれる対話重視のレッスン、イベントを通じて英語

と国際文化をレクチャーするフィリピン人インストラクターの起用により、効率的なクラス設定・教室展開、レ

ッスン消化促進、講師稼働率アップを図っております。 

子ども向けスクールにつきましては、活性月における低調伸長が影響し、通年で伸長率が伸び悩みましたが、

大人向けスクールの受講生数につきましては、各種キャンペーンの効果があり通年を通して堅調に伸長いたしま

した。 

景況感の影響を受け、マンツーマン英会話を展開する株式会社ＧＡＢＡの受講生数が減少し、減収となりまし

たが、ＣＯＣＯ塾・ＣＯＣＯ塾ジュニアにおける費用対効果を重視した広告展開・全国でのスクール展開を活か

した積極的なプロモーションイベント開催により、増益(営業損失の縮小)となりました。 

当第３四半期連結累計期間における売上高は9,415百万円(前年同期は9,519百万円)、営業損失は3,571百万円

(前年同期は営業損失3,803百万円)となりました。 

 

＜保育部門＞ 

地域における待機児童解消に貢献するべく、認可保育所を中心に積極的な拠点展開を図ってまいりました。平

成28年12月末時点での展開保育施設数は120ヵ所となりました。地域密着型の施設を目指し、地域交流イベントの

開催等、営業・広報活動に注力してまいりました。 

また、自社等の従業員及び地域の方々向けの新たな取り組みとなる、内閣府が進める「企業主導型保育事業」

を活用した保育施設の展開に向けて、施設面・人材面における準備を進めてまいりました。 

新規出店施設を含めて稼働率が堅調に推移し、施設開設初期備品等の商品販売の営業強化により増収となりま

した。利益面につきましては、積極的な新規開設による先行投資の影響により減益となりましたが、四半期別利

益において改善が進みました。 

当第３四半期連結累計期間における売上高は4,064百万円(前年同期は2,330百万円)、営業損失は643百万円(前

年同期は営業損失631百万円)となりました。 

 

＜中国事業部門＞ 

中国での当社グループのサービス提供体制は、当第３四半期会計期間において、地域事業会社を新たに１社、

学校法人を１校連結化し、17都市17社６学校法人となりました。現地法人各社におきましては、中国における

「日本式介護(自立支援)」の浸透・普及、介護サービスの産業化、介護人材の社会的地位の確立を目指し、日本

本社と連携し、日本で培ってきた人材養成・サービス提供スキームの構築に注力してまいりました。 

連結会社・学校法人数の増加により増収となりましたが、システム開発や管理体制強化に伴う先行投資による

費用増により減益となりました。 

当第３四半期連結累計期間における売上高は1,397百万円(前年同期は1,152百万円)、営業損失は1,089百万円

(前年同期は営業損失769百万円)となりました。 

 

＜その他＞ 

ニチイグループ全体の組織力・経営力の強化を図るべく、国内外グループ各社における自律型経営を推進し、

収益改善に努めてまいりました。 
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当第３四半期連結累計期間における売上高は127百万円(前年同期は104百万円)、営業利益は195百万円(前年同

期は195百万円)となりました。 

 

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

特記事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 220,000,000

計 220,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 73,017,952 73,017,952
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式は100株で

あります。

計 73,017,952 73,017,952 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 73,017,952 － 11,933,790 － 15,262,748

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 8,825,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 63,867,500 638,675 －

単元未満株式 普通株式 325,352 － －

発行済株式総数 73,017,952 － －

総株主の議決権 － 638,675 －

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,200株（議決権の数22

個）含まれております。

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有株式数

（株）
他人名義所有株式数

（株）
所有株式数の合計

（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社

ニチイ学館

東京都千代田区

神田駿河台２丁

目９番地

8,825,100 － 8,825,100 12.09

計 － 8,825,100 － 8,825,100 12.09

 

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役

副 社 長
経営管理統轄本部担当 

代表取締役

副 社 長

社 長 室 担 当 

兼 経 営 監 理 部 担 当 
森  信 介 平成28年８月16日

常務取締役 戦 略 事 業 統 轄 本 部 長 常務取締役 経 営 管 理 統 轄 本 部 長 寺 田  剛 平成28年８月16日

常務取締役 基 幹 事 業 統 轄 本 部 長 常務取締役
事 業 統 轄 本 部 長 

兼 教 育 事 業 強 化 担 当 
井 出  貴 子 平成28年８月16日

取 締 役

基幹事業統轄本部長補佐 

兼 介 護 事 業 本 部 長 

兼施設介護事業部担当 

取 締 役

事 業 統 轄 本 部 長 補 佐 

兼 介 護 事 業 本 部 長 

兼施設介護事業部担当 

黒 木  悦 子 平成28年８月16日

常務取締役
基 幹 事 業 統 轄 本 部 長 

兼 東 京 支 社 長 
常務取締役 基 幹 事 業 統 轄 本 部 長 井 出  貴 子 平成28年12月５日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、ＰｗＣ京都監査法人による四半期レビューを受けております。

 なお、京都監査法人は平成28年12月１日付をもって名称をＰｗＣ京都監査法人に変更しております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 13,530,688 13,168,876 

受取手形及び売掛金 32,803,595 ※ 32,958,286 

有価証券 3,020,964 1,001,363 

商品及び製品 1,037,203 1,077,202 

仕掛品 13,335 42,111 

原材料及び貯蔵品 205,143 264,449 

繰延税金資産 1,477,876 1,560,500 

その他 11,178,378 11,431,212 

貸倒引当金 △85,387 △32,127 

流動資産合計 63,181,798 61,471,877 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 24,000,568 23,461,230 

リース資産（純額） 39,307,921 45,649,248 

その他（純額） 9,949,984 9,501,869 

有形固定資産合計 73,258,475 78,612,348 

無形固定資産    

のれん 15,776,886 14,631,834 

その他 5,246,065 5,315,698 

無形固定資産合計 21,022,951 19,947,532 

投資その他の資産    

その他 27,582,499 27,029,132 

投資損失引当金 △140,000 - 

貸倒引当金 △735,588 △358,681 

投資その他の資産合計 26,706,911 26,670,450 

固定資産合計 120,988,337 125,230,332 

資産合計 184,170,136 186,702,209 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 884,520 807,427 

短期借入金 20,307,461 18,980,405 

未払法人税等 1,199,674 971,282 

未払費用 16,300,768 18,956,241 

賞与引当金 4,892,578 2,466,192 

役員賞与引当金 38,000 9,300 

その他 24,548,610 26,246,077 

流動負債合計 68,171,614 68,436,927 

固定負債    

長期借入金 19,548,389 16,263,839 

リース債務 43,399,237 50,564,104 

退職給付に係る負債 7,015,433 7,325,933 

資産除去債務 2,308,169 2,378,828 

その他 5,625,412 5,778,428 

固定負債合計 77,896,643 82,311,134 

負債合計 146,068,258 150,748,061 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 11,933,790 11,933,790 

資本剰余金 17,354,214 17,312,190 

利益剰余金 19,635,508 18,455,588 

自己株式 △11,377,668 △11,376,876 

株主資本合計 37,545,845 36,324,693 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 12,815 22,214 

為替換算調整勘定 333,133 △762,578 

退職給付に係る調整累計額 △1,022,986 △861,502 

その他の包括利益累計額合計 △677,038 △1,601,866 

新株予約権 511,733 525,251 

非支配株主持分 721,337 706,069 

純資産合計 38,101,877 35,954,147 

負債純資産合計 184,170,136 186,702,209 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

売上高 205,290,504 207,294,225 

売上原価 168,182,281 168,755,393 

売上総利益 37,108,223 38,538,832 

販売費及び一般管理費 37,221,215 36,441,499 

営業利益又は営業損失（△） △112,992 2,097,332 

営業外収益    

受取利息 125,932 109,818 

受取賃貸収入 173,601 142,901 

補助金収入 273,059 156,345 

為替差益 - 348,784 

持分法による投資利益 38,443 41,676 

その他 281,649 381,032 

営業外収益合計 892,686 1,180,559 

営業外費用    

支払利息 2,544,189 3,021,545 

賃貸費用 44,299 27,559 

その他 151,769 120,473 

営業外費用合計 2,740,259 3,169,578 

経常利益又は経常損失（△） △1,960,565 108,313 

特別利益    

新株予約権戻入益 - 8,158 

その他 - 783 

特別利益合計 - 8,942 

特別損失    

固定資産除却損 19,502 2,661 

固定資産売却損 558 - 

株式報酬費用 360,903 - 

減損損失 33,171 24,464 

その他 9,724 2,082 

特別損失合計 423,860 29,208 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
△2,384,426 88,046 

法人税、住民税及び事業税 959,040 756,885 

法人税等調整額 △419,247 △426,329 

法人税等合計 539,793 330,555 

四半期純損失（△） △2,924,219 △242,508 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △80,206 △119,510 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △2,844,012 △122,998 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

四半期純損失（△） △2,924,219 △242,508 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 2,388 9,398 

為替換算調整勘定 97,639 △1,168,871 

退職給付に係る調整額 109,596 161,484 

その他の包括利益合計 209,624 △997,988 

四半期包括利益 △2,714,595 △1,240,496 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △2,627,968 △1,047,826 

非支配株主に係る四半期包括利益 △86,626 △192,670 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更 

第１四半期連結会計期間より、前連結会計年度において非連結子会社であった株式会社ヨーク国際留学センタ

ー他10社は重要性が増したため、連結の範囲に含めております。また、第２四半期連結会計期間より、日医（珠

海）健康服務有限公司他１社は新規設立したため、さわやか保育株式会社他２社は新たに持分を取得したため、

連結の範囲に含めております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期

連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（平成28年12月31日）

受取手形 －千円 1,952千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む）及びのれんの償却額は、

次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

減価償却費 4,460,628千円 4,391,588千円

のれん償却費 1,574,962 1,603,625

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

 配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日 

定時株主総会
普通株式 654,967 10  平成27年３月31日  平成27年６月26日 利益剰余金

平成27年11月10日 

取締役会
普通株式 706,118 11  平成27年９月30日  平成27年12月７日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

 配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日 

定時株主総会
普通株式 706,112 11 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

平成28年11月９日 

取締役会
普通株式 706,121 11 平成28年９月30日 平成28年12月６日 利益剰余金 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント 

  医療関連部門 介護部門 
ヘルスケア 

部門 
教育部門 保育部門 中国事業部門 計 

売上高              

外部顧客への売上高 81,578,297 107,692,405 2,912,219 9,519,589 2,330,494 1,152,861 205,185,867 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
1,008 105,901 322,780 0 0 0 429,690 

計 81,579,305 107,798,307 3,234,999 9,519,589 2,330,494 1,152,861 205,615,557 

セグメント利益又は

損失（△） 
5,804,277 4,902,598 457,071 △3,803,699 △631,786 △769,542 5,958,919 

 

   

 
その他 

（注） 
合計 

売上高    

外部顧客への売上高 104,636 205,290,504 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
609,588 1,039,278 

計 714,225 206,329,783 

セグメント利益又は

損失（△） 
195,761 6,154,680 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、子会社を中心に情報処理、物品の保

管・配送、書籍の出版・販売、リース業（主として仲介）等を含んでおります。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項） 

（単位：千円） 

利益 金額 

報告セグメント計 5,958,919 

「その他」の区分の利益 195,761 

セグメント間取引消去 12,429 

全社費用（注） △6,299,727 

その他 19,625 

四半期連結損益計算書の営業損失 △112,992 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失）

「教育部門」セグメントにおいて、英会話教室の移転により減損損失を計上しております。なお、当

該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては33,171千円であります。 

 

（のれんの金額の重要な変動）

「中国事業部門」セグメントにおいて、新たに出資持分を取得した北京三傑聖一人力資源有限公司他

９社を連結の範囲に含めております。

なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第３四半期連結累計期間においては、1,663,015千円で

あります。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント 

  医療関連部門 介護部門 
ヘルスケア 

部門 
教育部門 保育部門 中国事業部門 計 

売上高              

外部顧客への売上高 81,128,172 108,337,561 2,824,826 9,415,030 4,064,094 1,397,158 207,166,843 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
2,953 56,192 193,122 0 8,943 8,527 269,740 

計 81,131,126 108,393,754 3,017,948 9,415,030 4,073,037 1,405,686 207,436,583 

セグメント利益又は

損失（△） 
5,579,568 7,763,580 523,682 △3,571,062 △643,363 △1,089,653 8,562,751 

 

   

 
その他 

（注） 
合計 

売上高    

外部顧客への売上高 127,382 207,294,225 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
497,069 766,809 

計 624,452 208,061,035 

セグメント利益又は

損失（△） 
195,229 8,757,981 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、子会社を中心に情報処理、物品の保

管・配送、書籍の出版・販売、リース業（主として仲介）等を含んでおります。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項） 

（単位：千円） 

利益 金額 

報告セグメント計 8,562,751 

「その他」の区分の利益 195,229 

セグメント間取引消去 20,291 

全社費用（注） △6,707,624 

その他 26,683 

四半期連結損益計算書の営業利益 2,097,332 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメントの変更）

第１四半期連結会計期間より、これまで、事業の形態・分野に応じて中国事業を「医療関連部門」

「介護部門」「ヘルスケア部門」「保育部門」「その他」にそれぞれ計上しておりましたが、ニチイグ

ループの成長力、収益力の根幹を成す極めて重要な事業であることから、「中国事業部門」として新た

にセグメント表示いたします。これに伴い、報告セグメントを従来の「医療関連部門」「介護部門」

「ヘルスケア部門」「教育部門」および「保育部門」の５区分から「医療関連部門」「介護部門」「ヘ

ルスケア部門」「教育部門」「保育部門」および「中国事業部門」の６区分に変更しております。

また、教育部門に含めていた保育系講座（ベビーシッター講座等）を「保育部門」へ移管しておりま

す。

 なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成

したものを開示しております。
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４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（のれんの金額の重要な変動） 

「中国事業部門」セグメントにおいて、当第３四半期連結累計期間に広西康之橋護理服務有限公司他

３社を連結の範囲に含めております。

なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第３四半期連結累計期間においては、527,527千円であ

ります。

また、「保育部門」セグメントにおいて、当第３四半期連結累計期間にさわやか保育株式会社を連結

の範囲に含めております。

なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第３四半期連結累計期間においては、213,046千円であ

ります。

 

 

（企業結合等関係）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容 

被取得企業の名称 西安海鑫家政清潔工程有限公司

事業の内容    清掃サービス、家政サービス

（2）企業結合を行った主な理由 

西安海鑫家政清潔工程有限公司は、陝西省西安市において清掃や家政サービスを展開するほか、グルー

プ傘下に職業訓練学校を有し、人材養成にも取り組む地域で高い信頼を得る事業法人です。

当社は、生活支援サービスにおける実績、人材養成機能を併せ持つ西安海鑫家政清潔工程有限公司をグ

ループ会社化することで、中国西北地域における中心都市である西安市に確かな事業基盤を確保いたしま

す。

（3）企業結合日 

平成28年12月31日（みなし取得日）

（4）企業結合の法的形式 

現金を対価とする出資持分の取得

（5）結合後企業の名称 

結合後企業の名称に変更はありません。 

（6）取得した出資比率 

95.0％ 

なお、今後予定されている増資引き受け等により、最終的に持分の51.0％を取得いたします。 

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社の連結子会社である日醫香港有限公司が現金を対価として出資持分を取得し意思決定機関を支配し

たことによるものです。

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

貸借対照表のみを連結しているため、被取得企業の業績は含まれておりません。

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価   現金及び預金（未払金を含む） 127,376千円 

取得原価 127,376

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額 

102,578千円 

なお、取得原価の配分が完了していないため、入手可能な合理的な情報に基づき暫定的な会計処理を行っ

ております。 

（2）発生原因 

取得原価が、受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、その差額をのれん

として認識しております。 

（3）償却方法及び償却期間 

５年間にわたる均等償却 
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △44円22銭 △1円92銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（△）（千円）
△2,844,012 △122,998

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純損失金額（△）（千円）
△2,844,012 △122,998

普通株式の期中平均株式数（千株） 64,314 64,192

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額

であるため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成28年11月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額…………………………706,121千円

（ロ）１株当たりの金額………………………………………11円

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………………平成28年12月６日

（注）平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月10日

株式会社ニチイ学館 

取締役会 御中 

 

ＰｗＣ京都監査法人 

 

 
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 高田 佳和  印 

 

 
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 岩崎 亮一  印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ニチイ

学館の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ニチイ学館及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。 

 
その他の事項 

会社の平成28年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間に係

る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査

が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して平成28年２月10日付けで無限定の結論を表明してお

り、また、当該連結財務諸表に対して平成28年６月28日付けで無限定適正意見を表明している。 

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


